デジタル・コンテンツの流通の促進に向けて

「２１世紀におけるインターネット政策の在り方」

（情報通信審議会 平成１３年諮問第３号　第４次中間答申）

「地上デジタル放送の利活用の在り方と普及に向けて行政の果たすべき役割」

（情報通信審議会 平成１６年諮問第８号　第４次中間答申）

に対するご意見

氏名：　　　　　　　 　○○○○（非公開）

所属団名または会社名： （無くても可）

住所：　　　　　　　　 ○○○○（非公開）

連絡先（電話番号）：　  ○○○○（非公開）

電子メール：　　　     ○○○○（非公開）
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また、私的録音録画補償金制度は、私的複製に対する対応策として考えられた制度であり、これは今回の議論において、重要な選択肢の一つであると考えられる。なぜこれを考慮の対象として入れていないのかについては、少なくとも説明を入れなくては検討をしたとはいえない。消費者がデジタル・コンテンツを自由に楽しめるようにするためにも、補償金制度の方で吸収した方が、望ましいのではないか。


